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【負担する費用】
①借地料　　　（金額未定）
②住宅建設費　（補助あり）
③引越費用　　（補助あり）

【支援措置】
①�被災前にお住まいだった土地を町が
買取りします。
②�被災前にお住まいの土地等を売却し
た場合の譲渡所得について、所得税
に係る特例措置が適用されます。
③�被災者生活再建支援金（加算支援金
最大２００万円）が交付されます。
④�岩手県被災者住宅再建支援事業費補
助（最大１００万円）が交付されます。
⑤引越費用が補助されます。
　（最大７８万円）
（住宅ローンを借りる場合）
①�被災前のお住まいの住宅が被災した
場合には、災害復興住宅融資が用意
されています。
②�住宅ローンの利子相当分が補助され
ます（最大４４４万円）。
③住宅ローン減税が適用されます。

【負担する費用】
①住宅建設費　（補助あり）
②引越費用　　（補助なし）

【支援措置】
①�被災者生活再建支援金（加算支援金
最大２００万円）が交付されます。
②�岩手県被災者住宅再建支援事業費補
助（最大１００万円）が交付されます。

（住宅ローンを借りる場合）
①�被災前のお住まいの住宅が全壊した
場合には、災害復興住宅融資が用意
されています。
②住宅ローン減税が適用されます。

【補　足】
　利子補給制度や引越費用の補助制度
は防災集団移転促進事業の場合のみと
なります。

【負担する費用】
　①家賃　　　（軽減措置あり）
　②引越代等　（補助あり）

【支援措置】
①�被災前にお住まいだった土地を町が
買取りします。
②�被災前にお住まいの土地等を売却し
た場合の譲渡所得について、所得税
に係る特例措置が適用されます。
③�引越代等が補助されます。（最大 78
万円）
④家賃が軽減されます。
⑤�入居にあたっての所得制限がありま
せん（罹災証明交付者のみ）。

【負担する費用】
　①家賃　　　（軽減措置あり）
　②引越代等　（補助なし）

【支援措置】
　①家賃が軽減されます。
　②入居にあたっての所得制限があり
　　ません（罹災証明交付者のみ）。

【対　象】
①住宅が「全壊」した世帯
②住宅が半壊または住宅の敷地に被害が生じ、その住宅をやむを得ず解体した世帯
③災害により危険な状態が継続し、住宅に居住不能な状態が長期間継続している世帯
④住宅が半壊し、大規模な補修を行わなければ居住することが困難な世帯（大規模半壊世帯）
【支給額】　 基礎支援金分（全壊世帯１００万円など）の手
続きについては、昨年５月から申請受付をしております。
さらに住宅を再建された場合は、右表のとおり、加算支援
金が交付されます。

【対　象】次の２つの要件をいずれも満たしている世帯が対象となります。
①�岩手県内において、平成２３年東日本大震災津波により、その居住する住宅が全壊または半壊解体して上記の「被災者生
活再建支援金」の基礎支援金を受給している世帯。
②�県内に自宅を建設または購入して、被災者生活再建支援金の加算支援金（建設・購入）を受給している世帯。また、同時
に申請することも可能です。

【補　足】
①既に（２３年度中）被災者生活再建支援金の加算金（建設・購入）を受給して
いる世帯も申請できます。
②大槌町以外の県内市町村に住宅を建設・購入した場合は、そちらの市町村に申
請することになります。
③「他県」で居住していた住宅が、全壊または半壊している世帯は補助の対象と
なりません。

　東日本大震災により居住していた住宅に全壊・大規模半壊・半壊の被害あった世帯が、新たに住宅を建設・購入する場合、
（独）住宅金融支援機構の災害復興住宅融資が用意されています。ただし、住宅を再建する規模には制限があり、１７５㎡（約
５３坪）以下または被災した住宅の広さ以下が融資の対象となります。

（注）今回の震災により特例加算が設けられ、建設購入の場合、基本融資に加えて４５０万円（最
大融資１, ９１０万円）の追加融資が可能です（ただし、追加融資分の金利が違います）。
※その他、申請にあたっては罹災証明の提出などの条件があります。

住宅を建設または購入される方

防 災 集 団 移 転 促 進 事 業 の 場 合 土地区画整理事業の場合

新しく造成された住宅地における住まいの選択

●土地の購入を希望する方 ●土地の賃貸を希望する方

【負担する費用】
①土地購入費　（金額未定）
②住宅建設費　（補助あり）
③引越費用　　（補助あり）

【支援措置】
①�被災前にお住まいだった土地を町が
買取りします。
②�被災前にお住まいの土地等を売却し
た場合の譲渡所得について、所得税
に係る特例措置が適用されます。
③�被災者生活再建支援金（加算支援金
最大２００万円）が交付されます。
④�岩手県被災者住宅再建支援事業費補
助（最大１００万円）が交付されます。
⑤引越費用が補助されます。
　（最大７８万円）
（住宅ローンを借りる場合）
①�被災前のお住まいの住宅が被災した
場合には、災害復興住宅融資が用意
されています。
②�住宅ローンの利子相当分が補助され
ます（最大７０８万円）。
③住宅ローン減税が適用されます。

●原則、被災前と同じ地域に居住

公営住宅への入居を希望される方

防災集団移転促進事業の場合 土地区画整理事業の場合 【補　足】
①�災害公営住宅には、長屋形式（応急
仮設住宅のようなつくり）、集合住
宅形式（雇用促進住宅や一般的なア
パートのような高層タイプのつく
り）、戸建形式（一戸建て）の種類
があります。（建設地区・各個数は未定）
②�現時点で入居期間等は定めていませ
んが、一定期間経過後は、入居要件
や家賃が一般の公営住宅と同じ扱い
になります。
③�建設後一定期間（木造の場合は５年
以上、鉄筋コンクリートの場合は 7
年半以上）経過後に、他に入居希望
者がいない場合は、町（県営の場合
は県）の判断で、時価でお住まいの
災害公営住宅の払い下げを受けるこ
とができます。

支援措置の具体的な内容
被災者生活再建支援金（加算支援金）について

支給額 建設・購入 補修 賃貸（公営住宅以外）
複数世帯 ２００万円 １００万円 ５０万円
単独世帯 １５０万円 　７５万円 ３７万５千円

岩手県被災者住宅再建支援事業費について

【支給額】
支給額 建設・購入
複数世帯 １００万円
単独世帯 　７５万円

災害復興住宅融資について

①建設購入の場合
（１）融資限度額
基本融資（建設資金） 1,460 万円
基本融資（土地取得） 970 万円
特例加算（注） 450 万円
（２）融資金利

当初５年間 0.00％
６～ 10 年目 1.05％
11 年目以降 1.58％
特例加算 2.48％

②補修の場合
（１）融資限度額
基本融資（補修） 640 万円
（２）融資金利

当初５年間 1.00％
６年目以降 1.58％

③年間償還金額（他のローン等の返済総額）の条件
（１）年収 400 万円未満の方
他のローン等の返済額の総額が、年収の 30％以下
の方が対象となります。
（２）年収 400 万円以上の方
他のローン等の返済額の総額が、年収の 35％以下
の方が対象となります。

①従前お住まいの土地等を売却した場合の特例
（1）所得税に係る２, ０００万円控除・・・移転促進区域内の土地（住宅用途以外）を売却した場合など。
（2）居住用財産処分の特例（所得税に係る３, ０００万円控除）・・・従前お住まいの土地を売却した場合など。
※簡単に説明しますと、土地を売却した場合の利益が各金額以下であれば税金が課税されません。
②移転者が住宅の再取得等のために住宅ローンを借り入れた場合の特例（住宅ローン減税）
　住宅の建設・購入（そのための敷地の購入を含む）のために借り入れた住宅ローンの年末残高の１．２％が１０年間にわ
たり所得税から控除されます。

税制の特例措置について

　この補助金は、金融機関から融資を受け
て移転した後に一括で補助されます。なお、
利子補給に係る借入金利相当額の補助限度
は年利８％となっています。

利子補給と引越費用について（防災集団移転促進事業対象者に限る）

内　容 上限額

住宅建設資金の借入 ４４４万円

土地購入資金の借入 ２０６万円

内　容 上限額

用地造成費の借入 ５８万円

引越費用 ７８万円

【実施期間】平成 24 年度～平成 28 年度


